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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】溶解性に優れ、空気安定性を有する有機半導体を用いることにより、安定性の高
い有機薄膜、並びに高い移動度、高いＯＮ/ＯＦＦ比を有する有機薄膜トランジスタを提
供する。
【解決手段】有機半導体層を具備する有機電界効果トランジスタにおいて、前記有機半導
体層が下記一般式で示される化合物を含むことを特徴とする有機電界効果トランジスタ。

【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　有機半導体層を具備する有機電界効果トランジスタにおいて、前記有機半導体層が下記
一般式（Ｉ）で示される化合物を含むことを特徴とする有機電界効果トランジスタ。

【化１】

（式中、Ｒ１、Ｒ２は、それぞれ独立に、置換基を有していてもよいアルキル基、アラル
キル基、アリール基、ヘテロ環残基を表す。Ｒ３～Ｒ１０は、それぞれ独立に、水素原子
、置換基を有していてもよいアルキル基、アラルキル基、アリール基、ヘテロ環残基を表
す。Ａｒ１は置換基を有していてもよい２価のアリーレン基、ヘテロ環残基、アルキレン
、を表す。Ｘ１～Ｘ４は置換機を有していてもよい２価のアルキレン基、アリーレン基、
ヘテロ環残基、硫黄原子、酸素原子、モノ置換アミノ基を表し、Ｘ１とＸ２、Ｘ３とＸ４

で環状構造を形成する。）
【請求項２】
　前記一般式（Ｉ）で示される化合物が、下記一般式（ＩＩ）で示される化合物であるこ
とを特徴とする請求項１記載の有機電界効果トランジスタ。

【化２】

（式中、Ｒ１、Ｒ２は、それぞれ独立に、置換基を有していてもよいアルキル基、アラル
キル基、アリール基、ヘテロ環残基を表す。Ｒ３～Ｒ１０は、それぞれ独立に、水素原子
、置換基を有していてもよいアルキル基、アラルキル基、アリール基、ヘテロ環残基を表
す。Ａｒ１は置換基を有していてもよい２価のアリーレン基、ヘテロ環残基、アルキレン
基、を表す。）
【請求項３】
　前記一般式（ＩＩ）で示される化合物が、下記一般式（ＩＩＩ）で示される化合物であ
ることを特徴とする請求項１記載の有機電界効果トランジスタ。
【化３】

（式中、Ｒ１、Ｒ２はそれぞれ独立に、置換基を有していてもよいアルキル基、アラルキ
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ル基、アリール基、ヘテロ環残基を表す。Ｒ３～Ｒ１０はそれぞれ独立に、水素原子、置
換基を有していてもよいアルキル基、アラルキル基、アリール基、ヘテロ環残基を表す。
Ａｒ２は置換基を有していてもよい２価のアルキレン基、アリーレン基、ヘテロ環残基を
表す。Ｒ１１、Ｒ１２はそれぞれ独立に、水素原子、置換機を有していてもよいアルキル
基、アリール基、ヘテロ環残基を表す。ｎ、ｍは１～３の整数を表す。）
【請求項４】
　有機半導体層と、この有機半導体層を通じて電流を流すための対をなす電極を設けてな
る構造体と、第三の電極とからなる有機電界効果トランジスタにおいて、有機半導体層が
前記一般式（Ｉ）～（ＩＩＩ）で示される化合物であることを特徴とする有機電界効果ト
ランジスタ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、高移動度、良好なＯＮ/ＯＦＦ比を有する有機半導体を用いた有機電界効果
トランジスタに関するものであり、特に表示デバイスやＩＣ等のエレクトロニクス分野に
有用な有機電界効果トランジスタに関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　電界効果トランジスタは、電圧入力によって発生させた電界により電流を制御するトラ
ンジスタのことであり、ソース電極とドレイン電極の他にゲート電極が設けられている。
ゲート電極に電圧を印加すると電界が生じ、ソース電極とドレイン電極間を流れる電子（
あるいはホール）の流れを任意にせき止めて電流を制御することができるものである。電
界効果トランジスタは、単なるトランジスタ（バイポーラトランジスタ）に比べて小型化
が容易であり、集積回路などを構成する素子としてよく用いられている。特に、電界効果
トランジスタの中でも金属酸化膜半導体（Ｍｅｔａｌ　ｏｘｉｄｅ　ｓｅｍｉｃｏｎｄｕ
ｃｔｏｒ）の構造をもったＭＯＳ型電界効果トランジスタ（ＭＯＳＦＥＴ）は、論理回路
の素子としてデジタル回路の多くに使用されているものである。このような電界効果トラ
ンジスタの特性は、デバイス中の半導体のキャリア移動度、絶縁体層の静電容量、ソース
／ドレイン電極間距離や幅、絶縁体層の膜厚等によって決定されるが、特に高い移動度を
有する半導体が求められている。
【０００３】
　半導体材料の中でも、シリコンを代表とする無機半導体材料は、製造時に高温を必要と
し、またフォトリソグラフィーやエッチングによる半導体層のパターニング、更に高真空
での製造プロセスが必要であり、高価な装置と多数の工程を要するために生産コストが高
くなってしまう。
【０００４】
　近年、有機半導体材料を利用した有機電子デバイスに関する研究開発が盛んである。有
機半導体材料は、印刷法、スピンコート法等のウェットプロセスによる簡便な方法による
薄膜形成が可能であり、従来の無機半導体材料を利用した半導体デバイスと比し、製造プ
ロセス温度を低温化できるという利点がある。これにより、シリコントランジスタでは困
難とされるプラスチック基板上への薄膜形成が可能となり、ディスプレイ等のエレクトロ
ニクスデバイスの軽量化、低コスト化、更にプラスチック基板のフレキシビリティーを活
かした用途等の多様な展開が期待できる。更に、有機半導体材料を溶解し、溶液の塗布や
印刷法によるプロセスを用いることによって、無機半導体材料では困難であった大面積の
デバイス作製も期待されている。有機半導体材料はバリエーションが豊富であり、容易に
分子構造を変化させることが可能なため、異なる機能を組み合わせることによって様々な
特性を有するデバイス作製が期待できる。
【０００５】
　これまでに、有機半導体材料としてペンタセン等のアセン系材料が報告されている（例
えば、特許文献１や非特許文献１）。このペンタセンを有機半導体層として利用した有機
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薄膜トランジスタは、比較的高移動度であることが報告されているが、これらアセン系材
料は汎用溶媒に対し極めて溶解性が低いため、これらアセン系材料をトランジスタにおけ
る活性層として薄膜化する際には、真空蒸着工程が必須である。従って、前述したような
塗布や印刷などの簡便なプロセスで薄膜を形成できるという有機半導体材料への期待に応
えることができない。また、溶解性が比較的高いアセン系材料であるルブレンの単結晶を
用いることによって非常に高い移動度が報告されているが、溶液キャストでの成膜では単
結晶構造を有しておらず、また、十分な移動度は得られていないため、簡便なプロセスで
あるとは言いがたい（非特許文献２）。更に、これらペンタセンやルブレン等のアセン系
材料は、空気によって容易に酸化され、酸化体や二量体等へ容易に転化し、その結果、ト
ランジスタ特性の劣化が知られており、取り扱いが困難な材料である。
【０００６】
　また、高分子有機半導体材料として、ポリ（３－アルキルチオフェン）（非特許文献３
～５）が報告されている。これらのポリチオフェン系材料は、位置選択的なアルキル基の
導入により、低いながらも溶解性を有するため、真空蒸着工程を経ず、塗布や印刷で薄膜
化が可能である。しかしながら、例えばポリ（３－アルキルチオフェン）は、イオン化ポ
テンシャルが低く、酸化されやすいため、これを半導体層として利用したトランジスタは
大気中での動作が不安定であった。また、ポリマー中の共役系を切断するように工夫され
たチエノ[２，３－ｂ]チオフェンを導入することによって酸化安定性を向上させた化合物
（特許文献２）は、酸化に対する安定性は向上されているが、共役系を切断しているため
に十分なキャリア移動度やＯＮ/ＯＦＦ比が得られにくいという問題があった。
【０００７】
一方、ペンタセン（非特許文献６～８）、オリゴチオフェン（非特許文献９）、ポルフィ
リン（非特許文献１０）等の前駆体を塗布し、その後加熱等により製膜する研究も報告さ
れている。しかしながら、例えば非特許文献６記載のペンタセン前駆体の場合、この前駆
体からはテトラクロロベンゼン分子が脱離するため、系外へ除去することが困難であるこ
とが予想され、また、テトラクロロベンゼンの毒性が懸念される。オリゴチオフェン前駆
体の場合も同様に、脱離したカルボン酸の系外への除去が困難である。ポルフィリンの場
合、脱利するものはエチレンガスであるため系外への除去は容易であるが、エチレンガス
は空気中での爆発限界が低く（下限２．７ｖｏｌ％　　上限３６ｖｏｌ％）、また引火点
もきわめて低い（－１３６℃）ため爆発火災に対する危険性が大きい。また、これら前駆
体から作製された薄膜は、脱離に伴って体積変化を生じるためクラックが発生しやすく、
安定した特性が得られにくいという欠点も持っている。
【０００８】
　また、キャリア移動度と保存性の両立を目的として、ヘテロ原子を含む縮合環を用いた
有機半導体材料およびトランジスタが提案されている（特許文献３）。しかし、これらは
溶解性が乏しいため、簡便なプロセスを有するための溶解性と、空気安定性、十分なキャ
リア移動度やＯＮ／ＯＦＦ比を満たすような材料は得られていない。
【０００９】
　一方、インドリン環というヘテロ環を有する化合物が電子写真感光体用の電荷輸送材料
として（特許文献４）、または色素増感太陽電池の増感色素として報告されている（非特
許文献１１、１２）。しかしながら、これらはインドリン骨格にバルキーな置換基が直接
結合しているため結晶性が低く、薄膜を作製すると非晶質を形成しやすいため、移動度の
向上を望むことは困難であった。また、有機ＥＬ素子における青色純度を解決するための
発光物質あるいは電荷輸送材料としても報告されているが（特許文献５）、有機電界効果
トランジスタとしての検討は行なわれてきていない。
【００１０】
　従って、有機電界効果トランジスタ用の有機半導体材料として、溶媒へ高濃度で溶解し
、かつ十分なキャリア移動度、ＯＮ／ＯＦＦ比を有し、更に溶液状態での安定性を有する
、新規な有機半導体材料の開発が待望されている。
【００１１】
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【特許文献１】特開平５－０５５５６８号公報
【特許文献２】特開２００５－０７６０３０号公報
【特許文献３】特開２００５－２０６７５０号公報
【特許文献４】特開２０００－２１９６７７号公報
【特許文献５】特開平６－００９９５１号公報
【００１２】
【非特許文献１】Appl. Phys. Lett., 1854, Vol.72(1998)
【非特許文献２】Scienece, 1644, Vol.303(2004)
【非特許文献３】Appl. Phys. Lett., 4108, Vol.69(1996)
【非特許文献４】Synth. Metals., 84, Vol.269(1997)
【非特許文献５】Chem. Mater., 1299, Vol.9(1997)
【非特許文献６】J. Appl. Phys., 2136, Vol.79(1996)
【非特許文献７】Adv. Mater., 480, Vol.11(1999)
【非特許文献８】J. Am. Chem. Soc., 8812, Vol.124(2002)
【非特許文献９】J. Am. Chem. Soc., 1596, Vol.126(2004)
【非特許文献１０】Appl. Phys. Lett., 2085, Vol.84(2004)
【非特許文献１１】Chem. Commun., 3036(2003)
【非特許文献１２】J. Am. Chem. Soc., 12218, Vol.126(2004)
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１３】
　本発明は、溶解性に優れ、空気安定性を有する有機半導体を用いることにより、安定性
の高い有機薄膜、並びに高い移動度、高いＯＮ/ＯＦＦ比を有する有機薄膜トランジスタ
を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１４】
　本発明は、下記（１）～（４）によって解決される。
（１）有機半導体層を具備する有機電界効果トランジスタにおいて、前記有機半導体層が
下記一般式（Ｉ）で示される化合物を含むことを特徴とする有機電界効果トランジスタ。
【００１５】
【化１】

（式中、Ｒ１、Ｒ２は、それぞれ独立に、置換基を有していてもよいアルキル基、アラル
キル基、アリール基、ヘテロ環残基を表す。Ｒ３～Ｒ１０は、それぞれ独立に、水素原子
、置換基を有していてもよいアルキル基、アラルキル基、アリール基、ヘテロ環残基を表
す。Ａｒ１は置換基を有していてもよい２価のアリーレン基、ヘテロ環残基、アルキレン
、を表す。Ｘ１～Ｘ４は置換機を有していてもよい２価のアルキレン基、アリーレン基、
ヘテロ環残基、硫黄原子、酸素原子、モノ置換アミノ基を表し、Ｘ１とＸ２、Ｘ３とＸ４

で環状構造を形成する。）
（２）前記一般式（Ｉ）で示される化合物が、下記一般式（ＩＩ）で示される化合物であ
ることを特徴とする前記（１）に記載の有機電界効果トランジスタ。
【００１６】
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【化２】

（式中、Ｒ１、Ｒ２は、それぞれ独立に、置換基を有していてもよいアルキル基、アラル
キル基、アリール基、ヘテロ環残基を表す。Ｒ３～Ｒ１０は、それぞれ独立に、水素原子
、置換基を有していてもよいアルキル基、アラルキル基、アリール基、ヘテロ環残基を表
す。Ａｒ１は置換基を有していてもよい２価のアリーレン基、ヘテロ環残基、アルキレン
基、を表す。）
（３）前記一般式（ＩＩ）で示される化合物が、下記一般式（ＩＩＩ）で示される化合物
であることを特徴とする前記（１）に記載の有機電界効果トランジスタ。
【００１７】
【化３】

（式中、Ｒ１、Ｒ２はそれぞれ独立に、置換基を有していてもよいアルキル基、アラルキ
ル基、アリール基、ヘテロ環残基を表す。Ｒ３～Ｒ１０はそれぞれ独立に、水素原子、置
換基を有していてもよいアルキル基、アラルキル基、アリール基、ヘテロ環残基を表す。
Ａｒ２は置換基を有していてもよい２価のアルキレン基、アリーレン基、ヘテロ環残基を
表す。Ｒ１１、Ｒ１２はそれぞれ独立に、水素原子、置換機を有していてもよいアルキル
基、アリール基、ヘテロ環残基を表す。ｎ、ｍは１～３の整数を表す。）
（４）有機半導体層と、この有機半導体層を通じて電流を流すための対をなす電極を設け
てなる構造体と、第三の電極とからなる有機電界効果トランジスタにおいて、有機半導体
層が前記一般式（Ｉ）～（ＩＩＩ）で示される化合物であることを特徴とする有機電界効
果トランジスタ。
【発明の効果】
【００１８】
　以下、詳細かつ具体的な説明から明らかなように、本発明の電界効果トランジスタによ
れば、特定構造の有機半導体材料を用いることにより、電界効果トランジスタにおけるホ
ール移動度の向上を実現することができる。また、湿式成膜法により電界効果トランジス
タが製造できるため、コストパフォーマンスに優れており、長期安定性や耐久性も良好と
することができるという極めて優れた効果を奏するものである。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１９】
［有機半導体材料］
　本発明の有機半導体材料の構造について説明する。本発明の有機半導体材料の構造は、
下記一般式（Ｉ）で示される。
【００２０】
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【００２１】
　上記一般式（Ｉ）において、Ｒ１、Ｒ２の具体例としては、メチル基、エチル基、ｎ－
プロピル基、ｉ－プロピル基、ｔ－ブチル基、ｓ－ブチル基、ｎ－ブチル基、ｉ－ブチル
基、ペンチル基、ヘキシル基、ヘプチル基、オクチル基、ノニル基、デシル基、ウンデシ
ル基、ドデシル基、３，７－ジメチルオクチル基、２－エチルヘキシル基、トリフルオロ
メチル基、２－シアノエチル基、ベンジル基、４－クロロベンジル基、４－メチルベンジ
ル基、シクロペンチル基、シクロヘキシル基、２－メトキシエチル基、２－クロロエチル
基、４－ブロモ－ｎ－ブチル基等のアルキル基、フェニル基、ｐ－トリル基、４－ｎ－オ
クチルフェニル基、１－ナフチル基、３－メトキシフェニル基、２－クロロフェニル基、
４－トリフルオロメチルフェニル基、４－ビフェニル基、１－インデン基、２－（９，９
－ジメチル）フルオレニル等のアリール基、２－フリル基、２－チエニル基、３－ｎ－ヘ
キシル－２－チエニル基、２－ピリジル基等のヘテロ環残基を挙げることができる。アル
キル基の場合、上記一例に挙げたように分岐鎖を導入してもよいが、結晶のパッキングに
悪影響を及ぼす恐れもあるため、より好ましくは直鎖の導入が好ましい。Ｒ３～Ｒ１０の
具体例としては、水素原子、上述のアルキル基、上述のアリール基、上述のヘテロ環残基
を挙げることができる。Ａｒ１の具体例は、二価のアルキレン基、二価のアリーレン基、
二価のヘテロ環残基を挙げることができ、より詳細には、下記（Ａ－０１）～（Ａ－３９
）に記載のものを挙げることができる。Ｘ１～Ｘ４の具体例としては、メチレン基、１，
２－エチレン基、１，２－ビニレン基、１，１シクロヘキセニル基等の二価のアルキレン
基、１，２－フェニレン、１，４－フェニレン等の二価のアリーレン基、２，５―チエニ
レン基等の二価のヘテロ環残基、硫黄原子、酸素原子、Ｎ－メチルアミノ基、Ｎ－エチル
アミノ基、Ｎ－（２－エチルヘキシル）アミノ基、Ｎ－（４－メトキシフェニル）アミノ
基等のモノ置換アミノ基を挙げることができ、Ｘ１とＸ２、Ｘ３とＸ４で環状構造を形成
するものである。形成する環状構造の具体例としては下記（Ｂ－０１）～（Ｂ－２５）の
ものを挙げることができる。また、上記の何れのものにおいても、炭素－炭素二重結合は
シス体であってもトランス体であっても構わない。
【００２２】
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【００２３】
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【００２４】
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【００２５】
【化８】

【００２６】
　上記一般式（ＩＩ）において、Ｒ１、Ｒ２の具体例は、上述のアルキル基、上述のアリ
ール基、上述のヘテロ環残基を挙げることができる。Ｒ３～Ｒ１０の具体例は、水素原子
、上述のアルキル基、上述のアリール基、上述のヘテロ環残基を挙げることができる。Ａ
ｒ１の具体例としては、二価のアルキレン基、二価のアリーレン基、二価のヘテロ環残基
を挙げることができ、より詳細には、上記（Ａ－０１）～（Ａ－３９）に記載のものを挙
げることができる。）
【００２７】
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【００２８】
　一般式（ＩＩＩ）において、Ｒ１、Ｒ２の具体例は、上述のアルキル基、上述のアリー
ル基、上述のヘテロ環残基を挙げることができる。Ｒ３～Ｒ１０の具体例は、水素原子、
上述のアルキル基、上述のアリール基、上述のヘテロ環残基を挙げることができる。Ａｒ

１の具体例としては、二価のアルキレン基、二価のアリーレン基、二価のヘテロ環残基を
挙げることができ、より詳細には、上記（Ａ－０１）～（Ａ－３９）に記載のものを挙げ
ることができる。Ｒ１１、Ｒ１２の具体例は、水素原子、上述のアルキル基、上述のアリ
ール基、上述のヘテロ環残基を挙げることができる。
【００２９】
　次に、本発明の有機半導体材料の具体例を例示化合物（Ｃ－０１）～（Ｃ－３５）に示
すが、これらは一例を示すものであり、意図的に限定しているものではない。
【００３０】

【化１０】

【００３１】
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【化１２】

【００３３】
［有機半導体層の製膜］
　本発明の有機電界効果トランジスタにおいて、半導体層の形成方法としては、真空蒸着
、ＭＢＥ（ＭｏｌｅｃｕｌａｒＢｅａｍ　Ｅｐｉｔａｘｙ）法、スパッタリング法、レー
ザー蒸着法、気相成長法などよる基板上への形成方法、並びに適切な溶媒に溶解した溶液
を基板上へ塗布する方法が挙げられる。ＭＢＥ法や真空蒸着法における半導体層の形成条
件としては、基板温度は室温から１２０℃の範囲が好ましい。基板温度が低温であるとア
モルファス状の薄膜が形成されやすく、また、１２０℃を超えると薄膜の表面平滑性が低
下してしまう。また、気相成長法の場合は、基板温度は室温から２００℃の範囲が好まし
い。成膜速度としては、０．０１ｎｍ／分から１００ｎｍ／秒の範囲が好ましい。０．０
１ｎｍ／分以下では結晶性が低下しやすく、１００ｎｍ／秒を超えると薄膜の表面平滑性
が低下してしまう。真空蒸着に際しての、容器の真空度、蒸着源と基板との距離は特に限
定されるものではないが、一般的な真空度としては１０－４～１０－３Ｐａ程度で行なわ
れ、より高真空である方が望ましい。
【００３４】
　一方、溶液の塗布方法としては、スプレーコート法、スピンコート法、ブレードコート
法、ディップコート法、キャスト法、ロールコート法、バーコート法、ダイコート法、イ
ンクジェット法、ディスペンス法、オフセット、印刷、グラビア印刷、凸版印刷、スクリ
ーン印刷等の印刷法等が挙げられ、材料に応じて適切な製膜方法と、適切な溶媒が選択さ
れる。製膜方法は１種類の方法で行なっても構わないが、複数の方法を組み合わせ、積層
しても構わない。
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【００３５】
　有機半導体を溶解する溶媒としては、有機半導体材料を溶解して適切な濃度の溶液が調
製できるものであれば特に制限はないが、具体的にはｎ－ヘキサン、ｎ－オクタン等の鎖
状炭化水素系溶媒、シクロペンタン、シクロヘキサン、メチルシクロヘキサン等の環状炭
化水素系溶媒、ジエチルエーテル、ジイソプロピルエーテル等の鎖状エーテル系溶媒、テ
トラヒドロフラン、ジオキソラン、ジオキサン等の環状エーテル系溶媒、ギ酸エチル、酢
酸エチル、酢酸イソブチル等のエステル系溶媒、アセトン、メチルエチルケトン、メチル
イソブチルケトン、シクロヘキサノン等のケトン系溶媒、ジクロロメタン、クロロホルム
、ブロモホルム、１，２－ジクロロエタン等のハロゲン化炭化水素系溶媒、トルエン、キ
シレン、メシチレン、ｏ－ジクロロベンゼン、ニトロベンゼン等の芳香族系溶媒、ピリジ
ン、キノリン、Ｎ－メチルピロリドン等のヘテロ環系溶媒、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミ
ド、Ｎ，Ｎ－ジメチルアセトアミド等のアミド系溶媒、２硫化炭素、ジメチルスルホキシ
ド、スルホラン等を挙げることができ、特にエーテル系溶媒、芳香族系溶媒、ハロゲン系
溶媒が好ましく、単独あるいは２種以上の混合溶媒として用いることができる。
【００３６】
　上述の溶液は、必要に応じて分散剤や界面活性剤等を加えることもできる。分散剤の具
体例としては、ポリスチレン、スチレン－アクリロニトリル共重合体、スチレン－ブタジ
エン共重合体、スチレン－無水マレイン酸共重合体、ポリエステル、ポリ塩化ビニル、塩
化ビニル－酢酸ビニル共重合体、ポリ酢酸ビニル、ポリ塩化ビニリデン、ポリアリレート
樹脂、フェノキシ樹脂、ポリカーボネート、酢酸セルロース樹脂、エチルセルロース樹脂
、ポリビニルブチラール、ポリビニルホルマール、ポリビニルトルエン、ポリ－Ｎ－ビニ
ルカルバゾール、アクリル樹脂、シリコーン樹脂、エポキシ樹脂、メラミン樹脂、ウレタ
ン樹脂、フェノール樹脂、アルキッド樹脂等の熱可塑性または熱硬化性樹脂が挙げられる
。界面活性剤としては、ノニオン界面活性剤、アニオン界面活性剤、カチオン界面活性剤
、これらのうち特に、フッ素系界面活性剤が好ましく使用される。
【００３７】
　また、本発明においては、上述の溶液に酸化防止剤を添加することができる。その酸化
防止剤としては、２，６－ジ－ｔ－ブチル－ｐ－クレゾール、ブチル化ヒドロキシアニソ
ール、２，６－ジ－ｔ－ブチル－４－エチルフェノール、ステアリル－β－（３，５－ジ
－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート、２，２’－メチレン－ビス－
（４－メチル－６－ｔ－ブチルフェノール）、２，２’－メチレン－ビス－（４－エチル
－６－ｔ－ブチルフェノール）、４，４’－チオビス－（３－メチル－６－ｔ－ブチルフ
ェノール）、４，４’－ブチリデンビス－（３－メチル－６－ｔ－ブチルフェノール）、
１，１，３－トリス－（２－メチル－４－ヒドロキシ－５ －ｔ－ブチルフェニル）ブタ
ン、１，３，５－トリメチル－２，４，６－トリス（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒド
ロキシベンジル）ベンゼン、テトラキス－［メチレン－３－（３’，５’－ジ－ｔ－ブチ
ル－４’－ヒドロキシフェニル）プロピオネート］メタン、ビス［３，３’－ビス（４’
－ヒドロキシ－３’－ｔ－ブチルフェニル）ブチリックアッシド］クリコ－ルエステル、
トコフェロール類等のフェノール系化合物、Ｎ－フェニル－Ｎ’－イソプロピル－ｐ－フ
ェニレンジアミン、Ｎ，Ｎ’－ジ－ｓｅｃ－ブチル－ｐ－フェニレンジアミン、Ｎ－フェ
ニル－Ｎ－ｓｅｃ－ブチル－ｐ－フェニレンジアミン、Ｎ，Ｎ’－ジ－イソプロピル－ｐ
－フェニレンジアミン、Ｎ，Ｎ’－ジメチル－Ｎ，Ｎ’－ジ－ｔ－ブチル－ｐ－フェニレ
ンジアミン等のパラフェニレンジアミン系化合物、２，５－ジ－ｔ－オクチルハイドロキ
ノン、２，６－ジドデシルハイドロキノン、２－ドデシルハイドロキノン、２－ドデシル
－５－クロロハイドロキノン、２－ｔ－オクチル－５－メチルハイドロキノン、２－（２
－オクタデセニル）－５－メチルハイドロキノン等のハイドロキノン系化合物、ジラウリ
ル－３，３’－チオジプロピオネート、ジステアリル－３，３’－チオジプロピオネート
、ジテトラデシル－３，３’－チオジプロピオネート等の有機硫黄系化合物、トリフェニ
ルホスフィン、トリ（ノニルフェニル）ホスフィン、トリ（ジノニルフェニル）ホスフィ
ン、トリクレジルホスフィン、トリ（２，４－ジブチルフェノキシ）ホスフィン等の有機
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燐系化合物が挙げられる。
【００３８】
　溶液塗布によって得た有機半導体層は、塗布後溶媒を除去するために乾燥処理を行なう
ことが好ましい。乾燥温度としては、室温から３００℃の範囲が好ましく、５０℃から２
５０℃の範囲がより好ましい。５０℃以下では有機溶媒を除去することが難しく、２５０
℃以上では有機物によっては昇華したり分解したりする恐れがあるためである。乾燥時間
としては５分から１２０時間の範囲が好ましく、１０分から６時間がより好ましい。乾燥
雰囲気は、真空下で行なっても構わないし、酸素、窒素、アルゴンあるいは空気中で乾燥
しても構わない。
【００３９】
　また、より高性能な半導体層を得るために、半導体層に外部応力やアニール処理を加え
ても構わない。外部応力としては、ラビング処理、磁場や電場による配向処理などが挙げ
られる。ラビング処理としては、ラビング布などを用いて表面に圧力を加えながら、所定
方向に擦ることによって行なわれ、擦られた配向膜の表面には、多数の微細な傷が所定方
向に延びるように形成され、この傷の延びる方向に配向させることができる方法である。
この時、加熱しながらラビング処理を施してもよい。磁場配向処理としては、強磁場中に
静置することにより配向処理を行なうものであり、磁力としては１テスラから１０テスラ
の範囲が好ましく、処理時間に特に制限はない。この時加熱してもよく、加熱温度として
は室温から３００℃の範囲が好ましく、５０℃から２００℃の範囲がより好ましい。電場
配向としては、コロナポーリング法と平行平板の電極に電界を印加する電界ポーリング法
等を用いることができる。
【００４０】
　また、アニール処理としては基板等の材質に依存するが、室温から３００℃の範囲が好
ましく、５０℃から３００℃の範囲がより好ましい。アニール雰囲気は、酸素雰囲気、窒
素雰囲気、アルゴン雰囲気、又は空気で行なってもよいし、有機溶媒雰囲気、例えば該重
合体が溶解できる溶媒にさらしても構わない。有機溶媒の蒸気にさらすことで、有機半導
体材料の分子運動を促進し、好ましい有機膜を得ることができる。アニール時間は材料の
凝集速度に応じて適宜設定できるもので、特に限定されるものではないが、１分から１２
００時間の範囲が好ましく、１０分から１２０分の範囲がより好ましい。これらの処理は
、特に液晶性を有する半導体に対して効果が高い。
【００４１】
　本発明の有機膜および有機薄膜トランジスタにおいて、有機半導体層の膜厚としては、
特に制限されるものではないが、１μｍ以下の厚みが好ましく、１から３００ｎｍの範囲
がより好ましい。また、半導体層は有機半導体層のキャリア輸送特性に悪影響を及ぼすギ
ャップやホールがない均一な膜厚であることがより好ましい。
【００４２】
[基板]
　支持体はその目的用途において選択することができ、表面処理の有無に関わらず、例え
ば、石英基板、ガラス基板、シリコン基板、インジウム－スズ酸化物（ＩＴＯ）基板、フ
ッ素ドープ酸化スズ（ＦＴＯ）基板等の透明導電性基板、あるいはポリエチレンテレフテ
レート（ＰＥＴ）、ＰＥＮ、ポリエーテルスルホン（ＰＥＳ）、ポリカーボネート（ＰＣ
）、ポリメチルメタクリレート（ＰＭＭＡ）、ポリビニルフェノール（ＰＶＰ）、ポリビ
ニルアルコール（ＰＶＡ）、ポリイミド（ＰＩ）、ポリスチレン（ＰＳ）等から構成され
たプラスチック基板あるいは雲母を挙げることができ、特に平滑な面を有する基板が好ま
しい。
【００４３】
[ゲート電極]
　本発明の有機薄膜トランジスタに用いられるゲート電極、導電性材料であれば特に限定
されず、白金、金、銀、鉄、コバルト、モリブデン、ニッケル、クロム、パラジウム、銅
、鉄、錫、アンチモン、鉛、タンタル、タングステン、チタン、インジウム、アルミニウ
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ム、亜鉛、マグネシウム等、およびこれらの合金やＩＴＯ、ＦＴＯ等の導電性金属酸化物
、あるいはドーピング等で導電率を向上させた無機および有機半導体、例えば、シリコン
単結晶、ポリシリコン、アモルファスシリコン、ゲルマニウム、グラファイト、ポリアセ
チレン、ポリパラフェニレン、ポリチオフェン、ポリピロール、ポリアニリン、ポリチエ
ニレンビニレン、ポリパラフェニレンビニレン、ポリエチレンジオキシチオフェンとポリ
スチレンスルホン酸の錯体等が挙げられる。
【００４４】
　また、特に銀、金、白金電極等に対しては、一端をメルカプト基で修飾された直鎖状炭
化水素、あるいは芳香族炭化水素のように、電極と化学的に結合を形成し得る官能基を有
する化合物によって、電極表面を皮膜してもよい。皮膜する方法はメルカプト化合物を溶
解した有機溶媒に浸漬等の方法による方法、メルカプト化合物をガス状にして電極と接触
する方法等が挙げられる。あるいは、ゲート電極の表面をシラノール誘導体（シランカッ
プリング剤）により修飾することで、ゲート絶縁層を形成することもできる。
【００４５】
　電極の形成方法としては、これらを構成する材料にも依るが、物理的気相成長法（ＰＶ
Ｄ法）、化学的気相成長法（ＣＶＤ法）、スピンコート法、スクリーン印刷法、インクジ
ェット印刷法、オフセット印刷法、グラビア印刷法等の各種印刷法、エアドクタコーター
法、ブレードコーター法、ロッドコーター法、ナイフコーター法、スクイズコーター法、
リバースロールコーター法、トランスファーロールコーター法、グラビアコーター法、キ
スコーター法、キャストコーター法、スプレーコーター法、スリットオリフィスコーター
法、カレンダーコーター法、浸漬法といった各種コーティング法、スタンプ法、リフトオ
フ法、ゾル－ゲル法、電着法、シャドウマスク法、メッキ法、スプレー法を挙げることが
でき、必要に応じてパターニング技術と組合せることができる。この中で、特にＰＶＤ法
が好ましく、電子ビーム加熱法、抵抗加熱法、フラッシュ蒸着等の真空蒸着法、プラズマ
蒸着法、２極スパッタリング法、直流スパッタリング法、直流マグネトロンスパッタリン
グ法、高周波スパッタリング法、マグネトロンスパッタリング法、イオンビームスパッタ
リング法、バイアススパッタリング法等のスパッタリング法、ＤＣ（direct current）法
、ＲＦ法、多陰極法、活性化反応法、電界蒸着法、高周波イオンプレーティング法、反応
性イオンプレーティング法等のイオンプレーティング法を挙げることができる。
【００４６】
[絶縁膜]
　本発明の有機電界効果トランジスタにおいて用いられる絶縁膜には、種々の絶縁膜材料
を用いることができる。例えば、酸化ケイ素、窒化ケイ素、酸化アルミニウム、窒化アル
ミニウム、酸化チタン、酸化タンタル、酸化ハフニウム、酸化ジルコニウム、酸化バナジ
ウム、チタン酸バリウム、チタン酸ストロンチウム、チタン酸バリウムストロンチウム、
ジルコウム酸化チタン酸バリウム、ジルコニウム酸チタン酸鉛、チタン酸鉛ランタン、チ
タン酸ストロンチウム、フッ化バリウムマグネシウム、タンタル酸ニオブ酸ビスマス、ト
リオキサイドイットリウム等の無機系絶縁材料、あるいは、ポリエチレンテレフテレート
（ＰＥＴ）、ＰＥＮ、ポリエーテルスルホン（ＰＥＳ）、ポリカーボネート（ＰＣ）、ポ
リメチルメタクリレート（ＰＭＭＡ）、ポリビニルフェノール（ＰＶＰ）、ポリビニルア
ルコール（ＰＶＡ）、ポリイミド（ＰＩ）、ポリスチレン（ＰＳ）、ポリエステル、ポリ
エチレン、ポリフェニレンスルフィド、無置換またはハロゲン原子置換ポリパラキシリレ
ン、ポリアクリロニトリル、シアノエチルプルラン等の高分子化合物を用いることができ
る。これらは単独で用いてもよいが、２種以上の混合物、あるいは積層構造として用いて
も構わない。また、これらの絶縁性材料の形状は、微粒子であっても膜状であってよく、
更に微粒子を含む膜状であっても構わない。これらの絶縁性材料は、誘電率が高く、導電
率が低いものが好ましい。
【００４７】
　上記材料を用いた絶縁膜層の作製方法としては、例えば、ＣＶＤ法、プラズマＣＶＤ法
、プラズマ重合法、蒸着法等のドライプロセスや、上述のウェットプロセスによる方法（
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例えば、スプレーコート法、スピンコート法、ディップコート法、インクジェット法、キ
ャスト法、ブレードコート法、バーコート法、各種印刷法等）、または、ゾル－ゲル法、
電着法等が挙げられる。
【００４８】
　ゾル－ゲル法とは、出発物質、加水分解に必要な水（空気中の水分でも構わない）、溶
媒としてのアルコール、触媒としての塩基または酸を混合した均質溶媒を作製し、得た溶
液を場合によっては加熱することで加水分解や重縮合反応を起こさせることにより、酸化
物の微粒子や高分子が分散したゾルを、更に反応を進めて粒子が繋がったゲルを得る方法
である。特にＳｉ、Ｔｉ、Ｚｒ、Ａｌ、Ｖ、Ｔａ、Ｈｆ、Ｂａ、Ｌａ、Ｓｒの酸化物が好
ましく、その前駆体である有機金属化合物としては、各種金属のアルコキシド、酢酸塩、
硫酸塩、アセチルアセトナートなどのキレートが好ましい。ゾル溶液は前記有機金属化合
物とアミン化合物、あるいは前記有機金属化合物と酸を用いて作製される。この時用いら
れるアミン化合物としては、エタノールアミン、ジエチレントリアミン、ヘキサメチレン
テトラミン、ポリエチレンイミンなどが好ましく、酸としては、塩酸、酢酸、硫酸、ｐ－
トルエンスルホン酸、リン酸、硝酸などが好ましい。溶媒としてはエタノール、イソプロ
ピルアルコール、２－メトキシエタノール等のアルコール系溶媒が好ましいが、アセトン
やアセトニトリル、テトラヒドロフラン等の水溶性有機溶媒や、先のアルコール溶液と混
合しても構わない。ゾル溶液を作製する際の加熱温度としては特に制限されるものではな
いが、４０℃以上が好ましく、６０℃以上がより好ましい。加水分解に用いられる水は、
加熱前後でゾル溶液に添加しても構わないし、溶媒に含有されているもの、あるいはゾル
溶液を塗布後、静置することで空気中の水分と徐々に加水分解される方法を用いても構わ
ない。上述の方法で塗布した薄膜は、そのまま用いてもよいが、１００℃以上で加熱する
ことがより好ましく、２００℃以上で加熱することが特に好ましい。加熱する時間に制限
はないが、５分以上が好ましく、１０分以上がより好ましい。
【００４９】
　また、ゲート電極の表面を酸化あるいは窒化することによって形成しても構わない。ゲ
ート電極の表面を酸化する方法としては、酸素プラズマ等を用いた酸化法や陽極酸化法を
挙げることができる。また、ゲート電極の表面を窒化する方法としては、窒素プラズマを
用いた窒化法を挙げることができる。
【００５０】
[有機半導体／絶縁膜界面修飾]
　本発明の有機電界効果トランジスタにおいて、絶縁膜と有機半導体層の接着性を向上、
ゲート電圧の低減、リーク電流低減等の目的で、これらの層間に有機薄膜を設けてもよい
。有機薄膜は有機半導体層に対し、化学的影響を与えなければ、特に限定されないが、例
えば、有機分子膜や高分子薄膜等が利用できる。有機分子膜としては、オクタデシルトリ
クロロシランやヘキサメチルジシラザン等を具体的な例としたカップリング剤を挙げるこ
とができる。また、高分子薄膜としては、上述の高分子系絶縁膜材料を利用することがで
き、これらが絶縁膜の一種として機能していてもよい。更に、この高分子系絶縁膜材料か
ら得た薄膜を、ラビング等の外部応力により、異方性処理を施していても構わない。
【００５１】
[ソース／ドレイン電極]
　本発明の有機電界効果トランジスタに用いられるソース電極、ドレイン電極としては、
前述のゲート電極で挙げたものを使用することができる。電極の形成方法としては、前述
のゲート電極の形成方法と同様のものを挙げることができる。また、銀、金、白金電極等
に対しては、特に、ボトムコンタクト型におけるコンタクト抵抗の低減を目的として、一
端をメルカプト基で修飾された直鎖状炭化水素、あるいは芳香族炭化水素のように、電極
と化学的に結合を形成し得る官能基を有する化合物、あるいは酸化モリブデン等の金属酸
化物によって、電極表面を皮膜してもよい。皮膜する方法としては、メルカプト化合物の
場合、メルカプト化合物を溶解した有機溶媒に浸漬等の方法による方法、メルカプト化合
物をガス状にして電極と接触する方法等が挙げられる。金属酸化物の場合、前述のＰＶＤ
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法、ゾル－ゲル法、電着法、メッキ法等を挙げることができる。また、電極として用いら
れる材料は、均一な薄膜状であっても、微粒子から構成されていても構わない。微粒子の
場合、その大きさに特に制限はない。
【００５２】
[引き出し電極、保護層]
　また、本発明の有機電界効果トランジスタは、必要に応じて各電極からの引き出し電極
を設けることができる。
【００５３】
　本発明の有機電界効果トランジスタは、大気中でも安定に駆動するものであるが、機械
的破壊からの保護、水分やガスからの保護、またはデバイス集積の都合上、必要に応じて
保護層を設けることもできる。その保護層としては、有機材料、あるいは無機材料の何れ
であってもよい。有機材料による保護成分としては、特に硬化性樹脂が好ましく、硬化性
樹脂としては、熱硬化性樹脂、電子線硬化性樹脂、紫外線硬化性樹脂等を挙げることがで
きる。熱硬化性樹脂の場合、架橋剤を含む液を塗工、成膜後に加熱することで架橋させる
。熱硬化性樹脂の具体例としては、エポキシ樹脂、尿素樹脂、キシレン－ホルムアルデヒ
ド樹脂、メラミン樹脂、グアナミン樹脂、フェノール樹脂、フェノキシ樹脂、飽和ポリエ
ステル樹脂、不飽和ポリエステル樹脂、およびポリオール樹脂等を挙げることができる。
また、これらの熱硬化性樹脂に使用される硬化剤は、有機酸類、アミン類、イソシアネー
ト類、エポキシ類、フェノール類等を挙げることができるが、熱硬化性樹脂の種類により
好適な反応性のものを選定すればよい。電子線硬化性樹脂や紫外線硬化性樹脂の場合の具
体例としては、ビニル基、スチリル基、アクリル基、メタクリル基等のエチレン性不飽和
結合を有する化合物を挙げることができる。これらの化合物の電子線や紫外線による硬化
を効率よく進めるために、トリクロロアセトフェノン、ベンゾフェノン、ミヒラーケトン
、ベンジル、ベンゾイン、ベンゾインアルキルエーテル、ベンジルジメチルケタール等の
光反応開始剤を併用することもできる。 無機材料による保護成分としては、酸化ケイ素
などを挙げることができ、ＣＶＤ法などで形成することができる。
【００５４】
[応用デバイス]
　本発明の有機電界効果トランジスタは、液晶、有機ＥＬ、電気泳動等のディスプレイ装
置の駆動や各種電子機器に用いる場合、支持体に多数の有機電界効果トランジスタを集積
した回路としてもよく、切断して個別化し、ディスクリート部品として用いてもよい。Ｉ
Ｃタグ等のデバイスとしては、本発明の有機電界効果トランジスタを集積化したＩＣを利
用することが可能である。また、本発明の電界効果型トランジスタに用いられる有機半導
体が吸収する可視光部の光を利用することにより、光センサ等としても動作させることも
可能である。
【実施例】
【００５５】
　以下、実施例を挙げて本発明をさらに具体的に説明するが、本発明はその要旨を超えな
い限り、これら実施例によって制限されるものではない。
【００５６】
（合成例１）
【００５７】
【化１３】
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【００５８】
　Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド（９．６７ｇ）をフラスコに入れ、氷浴上で冷却しなが
ら攪拌。オキシ塩化リン（１０．３３ｇ）を１５分かけて滴下。滴下終了後、１時間同温
で攪拌を続ける。次いで、Ｎ－ｎ－デシルインドリン（１０．９７ｇ）を溶かしたＤＭＦ
（５ｇ）溶液を１５分かけて滴下。滴下終了後、反応温度を室温へ昇温。４．５時間同温
で攪拌を続ける。反応液を水酸化ナトリウム水溶液（約３００ｍｌ）に注ぎ込み、３０分
攪拌した後、有機成分を酢酸エチルで抽出。硫酸ナトリウムで乾燥し、減圧濃縮。残渣を
シリカゲルカラムクロマトグラフィーで精製（展開溶媒：トルエン／酢酸エチル＝９／１
）し、目的物を１１．６１ｇ得た。黄色オイル状。
【００５９】
（合成例２）
【００６０】
【化１４】

【００６１】
　上記アルデヒド（４．９８ｇ）と上記フォスフォネート（２．９９ｇ）をN,N-ジメチル
ホルムアミド（１００ｍｌ）に溶解し、室温で攪拌しながらカリウム-t-ブトキシド（２
．３３ｇ）を３０分かけて加える。３０分後、反応を停止し、反応液をイオン交換水（３
００ｍｌ）に注ぎ込む。有機成分を酢酸エチルで抽出。硫酸マグネシウムで乾燥し、減圧
濃縮。残渣をシリカゲルカラムクロマトグラフィーで精製（展開溶媒：トルエン単独）。
２．５５ｇの結晶を得た（収率５０．０％）。更に、２－プロパノールと酢酸エチルの混
合溶媒で再結晶し、１．８４ｇの黄色結晶を得た。融点１２４．０～１２４．５℃、収率
３６．１％。ＩＲチャートを図２に示す。
【００６２】
（実施例１）
［ＦＥＴ評価］
　あらかじめ、３０ｍｍのｐ－ドープされたシリコン基板表面を熱酸化してＳｉＯ２の絶
縁膜を２００ｎｍ形成した後、片面だけレジスト膜（東京応化製：ＴＳＭＲ８８００）で
覆い、もう片面をフッ酸により酸化膜を除去した。次いで、この熱酸化膜を除去した面に
アルミニウムを３００ｎｍ蒸着した。その後、レジスト膜をアセトンで除去し、有機電界
効果トランジスタ評価用基板を作製した。
　上記方法にて作製した有機電界効果トランジスタ評価用基板上に、実施例で合成した重
合体を用いて、下記の有機電界効果トランジスタを作製した。
　例示化合物（Ｃ－２２）０.５ｗｔ％のクロロホルム溶媒からなる溶液を基板上にスピ
ンコートして乾燥することにより、膜厚３０ｎｍの有機半導体層を作製した。次いで、チ
ャネル長３０μｍ、チャネル幅１０ｍｍとなるように、金を蒸着することにより膜厚１０
０ｎｍのソース電極およびドレイン電極を形成し、有機電界効果トランジスタを作製した
。
【００６３】
　これら作製した有機電界効果トランジスタは、図１（Ａ）の構造を有し、支持体として
用いたｐ－ドープされたシリコン基板は下部に設けたアルミニウム薄膜とともにゲート電
極として作用する。このように作製した有機電界効果トランジスタの特性である電界効果
移動度を測定した。
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【００６４】
　なお、有機電界効果トランジスタの電界効果移動度の算出には、以下の式を用いた。
【００６５】
【数１】

【００６６】
　（ただし、Ｃｉｎはゲート絶縁膜の単位面積あたりのキャパシタンス、Ｗはチャネル幅
、Ｌはチャネル長、Ｖｇはゲート電圧、Ｉｄｓはソースドレイン電流、μは移動度、Ｖｔ
ｈはチャネルが形成し始めるゲートの閾値電圧である。）
【００６７】
作製した有機電界効果トランジスタを、熱処理することなく、自然乾燥のため１２時間ア
ルゴンガス雰囲気下で放置し、電界効果移動度を測定した。その結果は、４．９×１０－

４ｃｍ２／Ｖｓであった。ＯＮ／ＯＦF比（Ｖｄｓ＝－２０Ｖ、Ｖｇ＝－２０Ｖにおける
Ｉｄｓと、Ｖｄｓ＝－２０Ｖ、Ｖｇ＝１０～－２０Ｖの範囲内で観測された最小のＩｄｓ
の比）は５．１×１０５で、閾値電圧は－０．０２Ｖであった。以上のように、作製した
有機ＴＦＴは非常に優れた特性を示した。
（実施例２）
【００６８】
　実施例１における例示化合物（Ｃ－２６）の代わりに、例示化合物(Ｃ－２９)に変更し
た以外は、実施例１と同様にして有機電界効果トランジスタを作製し、電界効果移動度を
測定した。その結果は、６．７×１０－４ｃｍ２／Ｖｓであった。ＯＮ／ＯＦＦ比は３．
４×１０５で、閾値電圧は－０．０５Ｖであった。以上のように、作製した有機ＴＦＴは
非常に優れた特性を示した。
【００６９】
（比較例１）
　比較化合物として下記に示す比較化合物（１）の合成例を示す。
【００７０】
【化１５】

【００７１】
　上記アルデヒド（１．１２ｇ）と上記フォスフォネート（０．６７ｇ）をＮ，Ｎ-ジメ
チルホルムアミド（２０ｍｌ）に溶解し、室温で攪拌しながらカリウム－ｔ－ブトキシド
（０．５３ｇ）を４０分かけて加える。１時間後、反応を停止し、反応液をイオン交換水
（２００ｍｌ）に注ぎ込む。有機成分を酢酸エチルで抽出。硫酸マグネシウムで乾燥し、
減圧濃縮。残渣をシリカゲルカラムクロマトグラフィーで精製（展開溶媒：ｎ－ヘキサン
／トルエン＝１／１）。得た結晶を２－メトキシエタノールで再結晶し、０．５４ｇの黄
色結晶を得た。融点１７４．０～１７５．０℃、収率４７．６％。ＩＲチャートを図３に
示す。
【００７２】
　実施例１における例示化合物（Ｃ－２６）の代わりに、比較例化合物（１）に変更した
以外は、実施例１と同様にして有機電界効果トランジスタを作製し、電界効果移動度を測
定した。その結果、移動度は、１．７×１０－５ｃｍ２／Ｖｓ、ＯＮ／ＯＦＦ比は４×１
０３で、閾値電圧は－３８Ｖであり、本発明の化合物に比較して低い特性であった。
【００７３】
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（比較例２）
　比較化合物（２）の合成例を示す。
【００７４】
【化１６】

【００７５】
　上記アルデヒド（２．５９ｇ）と上記フォスフォネート（１．３３ｇ）をＮ，Ｎ－ジメ
チルホルムアミド（５０ｍｌ）に溶解し、室温で攪拌しながらカリウム－ｔ－ブトキシド
（１．０３ｇ）を４０分かけて加える。１時間後、反応を停止し、反応液をイオン交換水
（２００ｍｌ）に注ぎ込む。析出した結晶を濾取し、水で２回、メタノールで１回洗浄。
得た結晶をシリカゲルカラムクロマトグラフィーで精製（展開溶媒：トルエン単独）。更
に、２－メトキシエタノールで再結晶し、１．７５ｇの黄色結晶を得た。融点１９１．５
～１９２．５℃、収率６７．１％。ＩＲチャートを図４に示す。
【００７６】
　実施例１における例示化合物（Ｃ－２６）の代わりに、比較例化合物（２）に変更した
以外は、実施例１と同様にして有機電界効果トランジスタを作製し、電界効果移動度を測
定した。その結果、移動度は、２．３×１０－６ｃｍ２／Ｖｓ、ＯＮ／ＯＦＦ比は３×１
０３で、閾値電圧は－３５Ｖであり、本発明の化合物に比較して低い特性であった。
【００７７】
（比較例３）

【００７８】
　上記アルデヒド（３．６７ｇ）と上記フォスフォネート（２．６７ｇ）をＮ，Ｎ－ジメ
チルホルムアミド（３０ｍｌ）に溶解し、室温で攪拌しながらカリウム－ｔ－ブトキシド
（２．８０ｇ）を３０分かけて加える。１時間後、反応を停止し、反応液をイオン交換水
（２００ｍｌ）に注ぎ込む。有機成分をジクロロメタンで抽出。硫酸マグネシウムで乾燥
し、減圧濃縮。残渣をシリカゲルカラムクロマトグラフィーで精製（展開溶媒：トルエン
単独）。得た結晶をメタノール洗浄し、３．１７ｇの淡黄色結晶を得た。融点２２４．０
～２２７．０℃、収率８８．６％。ＩＲチャートを図５に示す。
【００７９】
　実施例１における例示化合物（Ｃ－２６）の代わりに、比較例化合物（３）に変更した
以外は、実施例１と同様にして有機電界効果トランジスタを作製し、電界効果移動度を測
定した。その結果、移動度は、４．４×１０－５ｃｍ２／Ｖｓ、ＯＮ／ＯＦＦ比は４×１
０２で、閾値電圧は－３９Ｖであり、本発明の化合物に比較して低い特性であった。
【００８０】
（実施例３）
　実施例３として、実施例１と同様にして作製した素子を、熱処理として６０℃で６時間
、アルゴン雰囲気下でアニール処理した。得られた有機電界効果トランジスタの測定結果
を表１に示す。
【００８１】
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（実施例４～６）
　実施例４～６として、表１に示す例示化合物、表１に示すアニール温度を行なった以外
は実施例３と同様にして有機電界効果トランジスタを作製した。アニール時間は全て６時
間である。測定結果を表１に示す。
【００８２】
【表１】

【００８３】
（実施例７）
　例示化合物（Ｃ－２２）０.５ｗｔ％のクロロホルム溶媒からなる溶液を基板上にスピ
ンコートして乾燥して作製した有機半導体層を、真空蒸着（２．４×１０－４Ｐａ）によ
って作製した有機半導体層に変更した以外は、実施例１と同様にして素子を作製し特性を
評価した。その結果、移動度は、６．９×１０－４ｃｍ２／Ｖｓ、ＯＮ／ＯＦＦ比は２．
４×１０５で、閾値電圧は－０．１５Ｖと優れた特性を示した。
【００８４】
（実施例８）
　実施例１と同一条件で作製した有機電界効果トランジスタ評価用基板上に、金を蒸着す
ることにより膜厚１００ｎｍ、チャネル長１０μｍ、チャネル幅４０ｍｍのソース電極お
よびドレイン電極を形成し、その上に例示化合物（Ｃ－２２）０．５ｗｔ％のクロロホル
ム溶媒からなる溶液をスピンコートして自然乾燥して有機電界効果トランジスタを作製し
た。この有機電界効果トランジスタは図１（Ｂ）の構造を有しているものである。実施例
１と同様にして特性を評価した結果、移動度は、６．２×１０－４ｃｍ２／Ｖｓ、ＯＮ／
ＯＦＦ比は１．９×１０５で、閾値電圧は－０．１Ｖと優れた特性を示した。
【００８５】
　以上のように、本発明の有機電界効果トランジスタは、インドリン骨格を有する有機半
導体を用いることにより、高い移動度と良好なＯＮ／ＯＦＦ比を有するデバイスを得るこ
とができる。これは、インドリン骨格の高い平面性によって分子間距離が小さくなってい
るためだと思われる。
【図面の簡単な説明】
【００８６】
【図１】本発明における有機電界効果トランジスタの概略図である。
【図２】例示化合物（Ｃ－２２）のＩＲスペクトルである。
【図３】比較化合物（１）のＩＲスペクトルである。
【図４】比較化合物（２）のＩＲスペクトルである。
【図５】比較化合物（３）のＩＲスペクトルである。
【符号の説明】
【００８７】
［図１］
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１　有機半導体層
２　ソース電極
３　ドレイン電極
４　ゲート電極
５　ゲート絶縁膜

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】



(24) JP 2010-67817 A 2010.3.25

【図５】



(25) JP 2010-67817 A 2010.3.25

10

20

フロントページの続き

(72)発明者  生野　弘
            東京都大田区中馬込１丁目３番６号　株式会社リコー内
(72)発明者  加藤　拓司
            東京都大田区中馬込１丁目３番６号　株式会社リコー内
(72)発明者  匂坂　俊也
            東京都大田区中馬込１丁目３番６号　株式会社リコー内
(72)発明者  岡田　崇
            東京都大田区中馬込１丁目３番６号　株式会社リコー内
(72)発明者  山本　諭
            東京都大田区中馬込１丁目３番６号　株式会社リコー内
(72)発明者  折戸　武志
            東京都大田区中馬込１丁目３番６号　株式会社リコー内
(72)発明者  後藤　大輔
            東京都大田区中馬込１丁目３番６号　株式会社リコー内
(72)発明者  松本　真二
            東京都大田区中馬込１丁目３番６号　株式会社リコー内
(72)発明者  毛利　匡貴
            東京都大田区中馬込１丁目３番６号　株式会社リコー内
(72)発明者  鳥居　昌史
            東京都大田区中馬込１丁目３番６号　株式会社リコー内
Ｆターム(参考) 5F110 AA01  AA05  AA16  BB01  BB09  CC03  CC07  DD01  DD02  DD03 
　　　　 　　        DD05  EE01  EE02  EE03  EE04  EE06  EE07  EE08  EE09  EE43 
　　　　 　　        EE44  EE45  FF01  FF02  FF03  FF22  FF23  FF24  FF26  FF27 
　　　　 　　        FF29  FF30  GG05  GG06  GG25  GG28  GG29  GG42  GG43  GG44 
　　　　 　　        GG58  HK01  HK02  HK03  HK04  HK06  HK07  HK08  HK09  HK10 
　　　　 　　        HK14  HK16  HK32  HK33  HK34  NN02  NN23  NN27  NN33  NN35 
　　　　 　　        QQ14 


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	drawings
	overflow

